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「キックス」など最新の日産車に試乗し
環境・先進安全技術を体感

（主な記事はホームページ＝https://www.aba-j.or.jp＝にも掲載しています）

♢ ♢ 主 な 内 容 ♢ ♢

2020年度国内施設視察会開催2020年度国内施設視察会開催2020年度国内施設視察会開催
日産自動車
「グランドライブ」を訪問

本自動車会議所は2020年12月22日、「2020年
度国内施設視察会」を開催した。今回は、神

奈川県横須賀市にある、日産自動車のテストコース
「日産グランドライブ」を訪問。参加者は最新の日
産車に試乗し、環境・先進安全技術の現在を体感し
た。開催に当たっては新型コロナウイルス感染防止
を徹底したうえで参加人数も絞り込み、当日は18人
が参加した。
　１周約４kmのコースの中には、都市高速の本線、
ランプからの合流部、荒れた路面などが再現されて
おり、参加者は電気自動車「リーフ」や、電動化技
術e-POWERを搭載した「キックス」、スポーツカ
ー「ＧＴ-Ｒ」などに試乗。タイプの異なる数種類

のクルマを実際に運転し、時速100kmのスピード
走行や前車追従機能など、性能や乗り心地の違いな
どを体感した。
　また、追浜工場人事総務部の榊枝広光さんの案内
で、日産のクルマづくりの工程などを学ぶことがで
きる「日産追浜工場ゲストホール」も見学。最
後に、グランドライブ内で環境と安全に関するプ
レゼンテーションが行われ、講師を務めた同社渉外
部課長の大屋俊一郎さんが、「われわれの究極のゴ
ールは、ゼロ・エミッションとゼロ・フェイタリテ
ィ（交通事故死ゼロ）」であるとして、同社の取り
組みを紹介した。

＝関連記事は10ページに掲載＝

日

▪新年のご挨拶［内山田竹志会長］

▪令和３年度税制改正大綱および予算案が決定

▪2020年度国内施設視察会・日産自動車「グランドライブ」視察模様
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▪「ナスバギャラリー IN 東京」日本自動車会館で昨年度に続き開催

▪全国の小学生を対象に初の「サポカーポスターコンテスト」

▪自工会など自動車関係５団体が年頭メッセージ
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　新年あけましておめでとうございます。
　旧年中は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　昨年は、新型コロナウイルス感染拡大による様々な困難に見舞われた１年となりました。こうした
状況の中、日夜最前線で対応しておられる医師や看護師をはじめとするエッセンシャルワーカーの皆
さま、政府・自治体の皆さま、そして社会のライフラインである自動車の役割を果たすべく、国民の
社会や暮らしを支え続けておられる自動車関連業界の皆さまに、あらためて敬意を表するとともに、
心から深く感謝申し上げます。
　一方、本年は、当会議所が1946（昭和21）年の創立から75周年の節目を迎える年でもあります。終
戦直後から、「自動車にかかわる生産・販売・運輸・サービスなど自動車関連各分野の健全で調和あ
る発展」を図るため、より良いクルマ社会の実現に向けた活動を展開してまいりました。会員の皆さ
まをはじめ、支えていただきました自動車業界の皆さまに心から御礼申し上げます。
　ここ数年「100年に一度の大変革期」にあると言われてきた自動車業界を取り巻く環境も、ウィズ
コロナ・ポストコロナによる「新たな社会」への対応も必要となる中で、さらに変革のスピードが増
していると感じられます。私どもは、75周年を一つの契機として、会員の皆さまによる「自助」を基
盤にしながら、会議所の持つ総合団体としての「つなげる」機能を一層強固とし、より時代にふさわ
しい自動車業界の「共助」の形を築いていくとともに、幅広い関係の方々へ強力に「公助」を働きか
ける力を高めてまいりたいとの思いを新たにしております。そのためにも、自動車業界の結束強化の
姿を示しつつ、より効率的な体制・組織運営の実現などを図ることが必要であると考えており、今後
具体的なご提案を会員の皆さまにお諮りしてまいりますので、ご理解の程何卒よろしくお願い申し上
げます。
　日本経済復興に向けては、政府・与党より、「公助」であるさまざまな経済支援をいただいており
ます。昨年末に決定いたしました「令和３年度税制改正大綱」では、取得時にかかる環境性能割の軽
減措置が延長されることになりました。また、エコカー減税につきましても２年の延長に加え、対象
となる車種が現行と同程度の規模で維持されることになりました。これらの措置により新車市場が活
性化する一助になるものと期待しております。さらに、昨年12月に決定いたしました追加経済対策で
は、サポカー補助金の期間が延長され、安全・安心なクルマのさらなる普及が見込まれます。関係者

新年のご挨拶
一般社団法人　日本自動車会議所

　　　　　会 長　内山田　竹志
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の皆さまのご尽力に、あらためて感謝申し上げます。
　しかしながら、自動車ユーザーとともに、私どもが長年にわたり要望し続けている「自動車関係諸
税の負担軽減・簡素化」の実現には至っておりません。また、全就業人口の約１割、全製造業の製造
品出荷額の約２割を占める自動車産業はすそ野が広く、経済波及効果には大変大きなものがあります。
日本経済復興のためにも、ユーザーの税負担の軽減と、それによる自動車市場活性化は不可欠です。
私どもは、「ユーザーがクルマを購入しやすい環境」＝「一層のユーザーの負担軽減・簡素化」の実
現を目指して、引き続き一丸となった活動を続けてまいる所存です。
　今般の大綱では、「検討事項」として、「自動車関係諸税については、（中略）その課税のあり方に
ついて、中長期的な視点に立って検討を行う」という方針が引き続き継承されております。ただし、
「『2050年カーボンニュートラル』目標の実現」や「インフラの維持管理や機能強化」などへの対応
も新たに求められております。特に、菅政権が掲げる2050年カーボンニュートラルの実現は国際公約
であり、わが国を挙げて取り組んでいかなければならない大変重要な課題です。自動車業界を挙げて
全力でチャレンジしてまいりますが、カーボンニュートラルには、エネルギー生成から車両の生産・
廃棄までの一連の流れの中で総合的にCO2 削減に取り組む必要があります。私どもは、新たなモビ
リティー社会に向けて、負担軽減・簡素化を軸に中長期的な自動車税制のあり方に加え、グリーン社
会実現についても政府・与党の皆さまと議論を重ねてまいりたいと考えております。
　当会議所も深くかかわる「自動車損害賠償保障制度を考える会」については、引き続き精力的に世
論喚起や陳情活動に取り組んだ結果、自賠責保険料積立金の一般会計からの繰り戻しが増額のうえ４
年連続で実現いたしました。加えて、令和２年度第３次補正予算案でも8.38億円が繰り戻され、補正
予算による繰り戻しも２年連続で実現し、交通事故被害者の救済事業の充実が図られております。し
かし、約6,000億円にものぼる本積立金の早期返済にはまだ道のりは遠いのが現実であり、今後とも
関係の方々からの変わらぬご支援ご協力を何卒よろしくお願い申し上げます。
　昨年は新型コロナウイルス感染拡大のため、交通安全のイベントなどの活動が思うように行うこと
ができず、事業展開が難しい１年でした。しかしながら、FacebookやTwitterなどを開始し、新しい
コミュニケーションにもトライしております。
　また、理事会・総会をはじめ、全国専務理事会、永年勤続者表彰式などをいち早くオンライン開催
いたしました。今後も感染拡大の動向などを見極めながら、「組織運営」「税制」「交通安全」「保険」
「クルマ好き拡大」などの重点事業に取り組むとともに、新たな課題「カーボンニュートラル」につ
いても、会員をはじめとする関係団体・企業・関係省庁などとの情報共有や連携強化に努めてまいり
たいと考えております。
　当会議所も、設立当初の初心に立ち返りさまざまな取り組みにチャレンジしてまいりますので、引
き続き倍旧のご支援・ご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。最後になりましたが、
この１年の皆さまのますますのご繁栄とご活躍をお祈り申し上げ、年頭のご挨拶とさせていただきま
す。
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進などに取り組むことにしている。
　また、12月８日に閣議決定された追加経済対策「国
民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済
対策」では、サポカー補助金の期間が延長され、安
全・安心なクルマのさらなる普及が後押しされるこ
ととなった。
◎自動車関係分野の主要施策の概要は次の通り。
　（※予算案のカッコ内の金額は前年度額）

【令和３年度税制改正の基本的考え方】
■ウィズコロナ・ポストコロナの経済再生
〇自動車税及び軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減
　環境性能割の臨時的軽減は、消費税率10％への引上げ
にあわせた需要変動の平準化に向けた取組みとして、令
和元年10月１日から令和２年９月30日までの間に自家用
乗用車（登録車及び軽自動車）を取得した場合、税率を
１％分軽減する措置として創設されたものである。その
後、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策における税
制上の措置として、令和３年３月31日までの半年間延長
されている。
　感染症の状況や経済の動向、臨時的軽減が環境インセ
ンティブ機能に与える影響等を総合的に勘案し、この特
例措置について、適用期限を９月延長し、令和３年12月
31日までに取得したものを対象とする。なお、この措置
による地方税の減収については、全額国費で補填する。
〇その他考慮すべき課題
　租税特別措置については、特定の政策目的を実現する
ために有効な政策手法となりうる一方で、税負担の歪み
を生じさせる面があることから、真に必要なものに限定
していくことが重要である。このため、毎年度、期限が
到来するものを中心に、各措置の利用状況等を踏まえつ
つ、必要性や政策効果をよく見極めた上で、廃止を含め
てゼロベースで見直しを行う。また、租税特別措置の創

和３年度税制改正大綱」および「令和３年度
予算案」が2020年12月21日、それぞれ閣議決

定された。税制改正大綱については、閣議決定前の
同10日、自民・公明の与党が取りまとめた。今大綱
では、エコカー減税、環境性能割の軽減措置が延長
されるとともに、一部見直しを行った上で、エコカ
ー減税、グリーン化特例、環境性能割の減免対象が
現行と同程度の規模で維持されることになった。新
型コロナウイルス感染拡大による新車市場への影響
が懸念されており、そうした声に配慮した格好だ。
　総額で過去最大の規模となった来年度予算案につ
いては、当会議所が事務局を務めている「自動車損
害賠償保障制度を考える会」（以下、「考える会」）
が精力的に世論喚起や陳情活動に取り組んだ結果、
自賠責保険料積立金の一般会計からの繰り戻しが
47億円に増額のうえ４年連続で実現した。加えて、
2020年度第３次補正予算案でも８億3,800万円が繰
り戻され、補正予算による繰り戻しも２年連続とな
った。これを受けて、「考える会」では「継続的な
繰戻しと繰戻額の増額を求めてきた我々の要望に沿
う結果として評価したい」としながらも、「引き続き、
この積立金が枯渇することのないよう、一般会計に
貸し出された6,000億円を超える繰入金が早期に返
済されることを強く求めていく」とする声明＝７ペ
ージに全文掲載＝を発表した。
　このほか、重点事業として、経済産業省では2050
年カーボンニュートラルの実現に向け、FCV等の
次世代自動車の普及促進や水素ステーションの整備
支援などに、国土交通省ではポスト・コロナを見据
えた「新しい生活様式」に対応するため、AI・IoT
等の新技術を活用した次世代モビリティ等の普及促

「令
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ともに、適用対象を電気自動車等に限定していない種別
においても、重点化及び基準の切り替えを行った上で２
年間延長する。また、次の期限到来に向けて、経済の状
況などを考慮しつつ、更なる重点化を引き続き検討する。
　今後、エコカー減税等の期限到来にあわせ、見直しを
行うに当たっては、政策インセンティブ機能の強化、実
質的な税収中立の確保、原因者負担・受益者負担として
の性格、市場への配慮等の観点を踏まえることとする。
　また、次のエコカー減税等の期限到来に向けて、新た
に燃費基準の対象となった電気自動車及びプラグインハ
イブリッド車について、令和12年度燃費基準に基づく燃
費値の表示に関する検討等を進めつつ、その結果も踏ま
え、エコカー減税等における燃費基準の達成度に応じた
評価について検討し、結論を得る。
　環境性能割の臨時的軽減については、感染症の状況や
経済の動向、臨時的軽減が環境インセンティブ機能に与
える影響等を総合的に勘案して、適用期限を９月延長し、
令和３年12月31日までに取得したものを対象とする。な
お、この措置による地方税の減収については、全額国費
で補填する。〔再掲〕
■中小企業の支援、地方創生
〇地域の活性化、地域社会の安全・安心の向上
　地方の生活を支える自動車の安全性能の向上等自動車
は地方における生活の基盤として不可欠のものであり、
高齢化が急速に進行する中、その安全性の向上やバリア
フリー化の推進は重要である。こうした観点から、先進
安全技術を搭載したトラック・バスに係る自動車税環境
性能割及び自動車重量税の特例措置について、一定の装
置を対象に追加した上で、適用期限を延長する。また、
バリアフリー対応車両に係る特例措置についても、リフ
ト付きバスの普及を促進する観点から、一定の車両につ
いて環境性能割の控除額を拡充した上で、適用期限を延
長する。

【令和３年度税制改正の具体的内容】
＝８～９ページ参照＝

　※掲載資料は経済産業省・国土交通省の「令和３年度
税制改正」結果概要より

【検討事項】
　自動車関係諸税については、「2050年カーボンニュー
トラル」目標の実現に積極的に貢献するものとするとと
もに、自動運転をはじめとする技術革新の必要性や保有
から利用への変化、モビリティーの多様化を受けた利用
者の広がり等の自動車を取り巻く環境変化の動向、地域
公共交通へのニーズの高まりや上記の環境変化にも対応
するためのインフラの維持管理や機能強化の必要性等を
踏まえつつ、国・地方を通じた財源を安定的に確保して
いくことを前提に、受益と負担の関係も含め、その課税
のあり方について、中長期的な視点に立って検討を行う。

設・拡充を行う場合は、財源を確保することやいたずら
に全体の項目数を増加させないことに配意する。
■グリーン社会の実現
〇車体課税
　自動車業界はCASEに代表される100年に一度ともい
われる大変革に直面している。世界的な脱炭素の動きを
受けた電気自動車の急速な普及、内燃機関自動車に対す
る規制の強化、ネットワークに接続した自動車を中心と
する自動運転技術の飛躍的向上などの動きに代表される
この大変革に対応できるか否かは単に一産業の問題では
なく、日本の経済・雇用を大きく左右しかねない極めて
重要な課題であり、官民が総力を結集し危機感をもって
対応していく必要がある。
　税制についても、こうした変革に向けた自動車業界の
対応や環境整備に貢献するものでなくてはならない。本
来は車体課税についても変革に対応した見直しを早急に
行うべきであるが、他方でわが国経済がコロナ禍にある
ことを踏まえれば、急激な変化は望ましくない。今回の
見直しにおいては、次のエコカー減税等の期限到来時に
抜本的な見直しを行うことを前提に、一定の猶予期間を
設けることとする。関係省庁及び自動車業界には、この
期間内に上記の大変革に対応する準備を早急に整えてい
くことを望みたい。
　自動車重量税のエコカー減税については、全体として
自動車ユーザーの負担が増えないように配慮しつつ、燃
費性能がより優れた自動車の普及を促進する観点から、
目標年度が到来した令和２年度燃費基準を達成している
ことを条件に、令和12 年度燃費基準の達成度に応じて
減免する仕組みに切り替える。その際、２回目車検時の
免税対象について電気自動車等やこれらと同等の燃費性
能を有するハイブリッド車等に重点化を図る。
　自動車税及び軽自動車税の環境性能割については、燃
費性能に応じた税率区分を設定し、その区分を２年ごと
に見直すことにより燃費性能がより優れた自動車の普及
を促進するものであり、令和２年度末が見直しの時期に
当たることから、目標年度が到来した令和２年度燃費基
準の達成状況も考慮しながら、令和12年度燃費基準の下
で税率区分を見直す。
　クリーンディーゼル車については、燃費基準の達成状
況や普及の状況等を総合的に勘案し、エコカー減税及び
環境性能割においてはガソリン車と同等に扱うこととす
る。その際、クリーンディーゼル車の取扱いが大きく変
化することから、市場への配慮等の観点も踏まえ、令和
３年度及び令和４年度に関しては激変緩和措置を講ずる
こととし、令和５年度以降はガソリン車と同等に取り扱
うこととする。
　自動車税及び軽自動車税の種別割のグリーン化特例
（軽課）については、環境性能割を補完する制度である
ことを踏まえ、クリーンディーゼル車を対象から除くと
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〇自動車運送事業の危機時等に備えた体制強化及び新た
なサービスの構築＝6,500万円（新規）

〇トラック運送業における働き方改革の推進＝8,500万
円（9,500万円）

〇自動車整備業の生産性向上と事業基盤強化＝8,300万
円（8,700万円）

〇自動車運送事業の運行管理（点呼）の高度化＝2,400
万円（1,300万円）

〇自動車検査登録手続の申請者利便の向上＝７億3,500
万円（新規）

・自動車検査登録手続の簡素化による申請者負担の軽減
を図るため、自動車検査証更新手続のドライブスルー
化を行う。

・自動車保有関係手続の一層のデジタル化による利便性
向上のため、保有関係手続に係るワンストップサービ
ス（自動車OSS）の機能拡充やキャッシュレス決済の
多様化等を図る。

〇旅客運送事業等及び関連行政分野におけるICT活用に
よるデジタル化・リモート化等の推進＝２億3,100万
円（第３次補正予算案）

〇中小トラック運送事業者の労働生産性向上に向けたテ
ールゲートリフター等導入支援＝１億4,000万円（第
３次補正予算案）

〇安全運転サポート車（サポカーS）及び安全運転支援
装置の普及＝3,500万円（5,000万円）

〇自動車アセスメントの推進＝独立行政法人自動車事故
対策機構運営費交付金74億4,300万円の内数

〇先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進＝１億
2,200万円（１億2,100万円）

〇自動車運送事業者に対する監査体制の強化＝5,400万
円（5,800万円）

〇先進安全自動車（ASV）やドライブレコーダー等の
導入支援＝８億5,300万円（８億7,400万円）

〇健康起因事故防止対策の促進＝5,500万円（4,000万円）
〇バス車内での事故防止対策の推進＝1,100万円（新規）
〇移動困難者等の避難支援及び緊急物資輸送の円滑化＝

1,000万円（新規）
〇避難所等における電気自動車等を活用した電力供給支

援＝2,000万円（新規）
〇避難中の車内被災の防止等を目的とした車載通信装置

の国際標準化＝2,400万円（新規）
〇地域交通のグリーン化に向けた次世代自動車の普及促

進＝４億7,400万円（５億1,200万円）
〇産学官連携による高効率次世代大型車両開発促進事業

＝２億8,300万円（２億5,900万円）
〇点検整備の促進＝6,700万円（6,400万円）
〇未認証工場対策＝1,400万円（1,600万円）
〇無車検車・無保険車対策の強化＝１億300万円（１億

1,400万円）

【経済産業省】
〇クリーンエネルギー自動車導入事業費補助金＝155億

円（130億円）
　省エネやCO2 排出削減に貢献するだけでなく、災害時
の電源としても活用することができる電気自動車や燃料
電池自動車等のクリーンエネルギー自動車の導入及び充
電インフラの設置を支援することで、世界に先駆けて国
内市場の確立を図る。
〇災害時にも活用可能なクリーンエネルギー自動車導入

事業費補助金＝37億円（第３次補正予算案）
　電気自動車・燃料電池自動車等と充放電設備等を同時
に導入する個人を対象に、購入費・工事費の一部を補
助。なお、環境省が実施する連携事業においては、再エ
ネ100％の電力とエネルギーマネージメントシステムを
導入する家庭等を対象に補助。
　補助対象者には、補助設備である電気自動車・燃料電
池自動車等や外部給電器等を活用した地域防災への貢献
の実態調査に、モニターとして参画いただく。
〇燃料電池自動車の普及促進向けた水素ステーション整

備事業費補助金＝110億円（120億円）
　2025年度に320カ所程度の水素ステーションの整備目
標の達成に向け、民間事業者等による水素ステーション
の整備・運営に対し補助を行う。未整備地域への整備に
ついては既存移動式ステーションの移設など効果的な整
備を推進する。
〇超高圧水素技術等を活用した低コスト水素供給インフ

ラ構築に向けた研究開発事業＝32億円（30億円）
　安全性の確保を前提としつつ、規制改革実施計画に基
づく規制見直しや研究開発を推進し、水素ステーション
の整備・運営コストの低減を図る。
　また、メーカーにおいて開発が進みつつある大型燃料
電池トラックに対応する水素ステーションについて、適
切な設備仕様の検討や充填・計量技術の開発等を行う。

【国土交通省】
■総合政策局
〇地域主導の交通サービスの確保・充実に対する支援＝

206億3,000万円（204億3,000万円）
・高齢化が進む過疎地域等の足を確保するためのバス、

デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の運行
・バス車両の更新、貨客混載の導入等
・高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福

祉タクシーの導入　　ほか
〇感染症の拡大を踏まえた混雑回避等の新たなニーズに

対応したMaaSの推進＝１億円（１億3,600万円）
〇グリーンスローモビリティの普及推進＝1,700万円

（1,700万円）
■自動車局
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〇在宅重度後遺障害者のための短期入院・入所受入体制
の充実＝１億5,700万円（１億5,500万円）

〇介護者なき後を見すえた日常生活支援の充実＝３億
2,400万円（３億1,300万円）

〇一般会計から自動車安全特別会計への繰戻し＝47億
円（40億3,000万円）

・平成６年度及び７年度に、財政事情の悪化を理由とし
て自動車安全特別会計から一般会計に繰り入れられた
１兆1,200億円について、約6,000億円が繰り戻されて
いない状況にある。

・令和３年度予算において、一般会計から自動車安全特
別会計への繰戻しを４年連続で実施する。

〇自動車事故による被害者救済対策の充実＝８億3,800
万円（第３次補正予算案）

■道路局
〇高速道路の機能強化の加速（国土強靱化に資する道路

ネットワークの機能強化）＝財政融資１兆円（うち令
和２年度補正予算5,000億円）

　12月８日に閣議決定された「国民の命と暮らしを守る
安心と希望のための総合経済対策」に基づき、財政投融
資を活用して、防災・減災、国土強靱化の推進など安全・
安心の確保のため、暫定２車線区間における４車線化に
よる機能強化を行う。

〇無人自動運転移動サービス車両の事業化に向けた技術
要件の検討＝1,900万円（新規）

・無人自動運転移動サービスについて、令和２年度まで
に実施した実証実験の結果を踏まえ、令和３年度以降
に全国におけるサービスの事業化を目指す。

・各地域における事業化のニーズ、想定される走行環境
等に応じた技術要件等の検討のための調査を行う。

〇自動運転バス車両の開発促進＝１億4,000万円（１億
4,200万円）

〇自動運転技術等の実用化に向けた技術基準の整備・国
際標準化の推進＝６億700万円（６億3,300万円）

〇自動運転技術に対応した関連諸制度（整備・検査・型
式認証）の高度化＝5,600万円（5,100万円）

〇自動運転車等事故分析事業の推進＝3,800万円（4,000
万円）

〇自動配送ロボット制度の整備＝2,000万円（新規）
〇自動運転の実用化促進に向けた研究・基準策定の推進

＝２億円（第３次補正予算案）
〇重度後遺障害者のための療護施設の設置・運営（小規

模な委託病床の拡充）＝独立行政法人自動車事故対策
機構運営費交付金74億4,300万円の内数

〇重度後遺障害者に対する介護料の支給等（支給対象の
拡充）＝39億4,500万円（39億2,900万円）
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　交通事故により重い障がいを負った方々や保護者
を失った子どもたち（交通遺児）のコンテスト入賞
作品や創作作品を展示する「ナスバギャラリーIN
東京」が、昨年11月30日～12月４日に日本自動車
会館が入る芝NBFタワー１階ロビーにて開催され、
約500人の来場者が鑑賞した。本イベントは交通事
故の被害に遭われた方々を様々な角度から支援する
独立行政法人自動車事故対策機構（NASVA：ナス
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日本自動車会館で昨年度に続き開催
自動車事故対策機構・日本自動車会議所共催

「ナスバギャラリー IN東京」
バ）と日本自動車会議所の共
同企画として、昨年度に続き
開催された。
　今回は、重度障がいの方々
の創作絵画や2019年度に実施
されたナスバ交通遺児友の会
の書道コンテスト入賞作品な
ど計32点を展示した。館内を
通行する職員などが立ち止ま
って、展示作品やその説明文
を熱心に見入る姿が目立ち、気持ちがこめられた素
晴らしい絵や書に感動の声が多数挙がっていた。
　書道コンテストで最優秀賞を獲得した中学３年生
「絆」の作者は「『自分を曲げず、自然体で接する
ことができる関係』が本当の絆の証だと感じました。

広大な敷地面積（約45万㎡）につくられた１周約４kmの
テストコース

直線コースでは時速100kmのスピード走行も体験e-POWERを搭載した「キックス」など、タイプの異なる
数種類のクルマが用意された

日産自動車渉外部課長の大屋俊一郎さんによる「環境と安
全に関するプレゼンテーション」で視察会は終了

追浜工場人事総務部の榊枝広光さんの案内で「日産追浜工
場ゲストホール」も見学

中学３年生により書か
れた書道コンテスト最
優秀賞作品



石油連盟元会長
（当会議所元常任理事、会員元代表者）

渡 文明氏
　石油連盟元会長で当会議所元常任理事の渡文明氏が
2020年12月24日、逝去された。84歳だった。渡氏は新日
本石油（現ENEOSホールディングス）の社長・会長在
任中の2003年５月～2008年５月まで石油連盟の会長を務
められ、同時期の2003年６月～2008年11月まで当会議所
常任理事に就任された。
　渡氏は日本経済団体連合会副会長、日中経済協会副
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訃 報

これからも絆を築いていけるような人になりたいで
す」とのコメントを寄せていた。
　日本自動車会議所は交通安全啓発活動の一環とし
て、今後もナスバと連携して定期的に展示会を開催
していく予定である。

　日本自動車工業会など自動車関係５団体（自工会、
日本自動車部品工業会、日本自動車車体工業会、日
本自動車機械器具工業会、日本自動車販売協会連合
会）は１月１日から、自動車業界の年頭メッセージ
として「私たちは、動く。クルマを走らせる550万人」
をテーマにTVコマーシャルや新聞広告を展開して
います。日本の自動車関連業界で働き、移動を支え
ている全国550万人への感謝も込めて、「新年を迎え
て前向きなメッセージを届けたい」との趣旨で実施
されることとなりました。
　TVコマーシャルのベースとなるWeb掲載用の動
画は約３分。当会議所など自動車関係団体や自動車
メーカーなども、動画にアクセスできるバナーをホ
ームページ（HP）に掲載するなどし
て周知活動に協力しています。各団
体・企業のバナーのほか、右のQRコ
ードからもご覧になれます。

　経済産業省、日本教育新聞社、子どもの未来応援
団の３者は、全国の小学生を対象とした初の「サポ
カーポスターコンテスト」を開催し、作品を募集し
ています。水彩、クレヨン、コンテ、鉛筆、油彩な
ど画材・表現方法は自由で、「サポカーの絵」と「標
語」で一つの作品となります。作品のサイズはA３
または四つ切り画用紙（380×540mm）。小学１～
３年生の部、小学４～６年生の部の２部門に分かれ
ており、応募締め切りは2021年２月17日（当日消印
有効）までとなっています。
　経産省では、「将来を担う全国の小学生を対象と
して、サポカーの絵や標語を募集し、サポカーの意
義や機能について、家族や周りの大人と一緒に考え
ていただく機会を提供することにより、サポカーに
対する国民の理解を深めることを目的としていま
す」としており、入賞者の表彰式を３月頃に開催す
る予定です。コンテストの詳細などは公式ホームペ
ージをご覧ください。
□サポカーポスターコンテスト公式ホームページ
　http://support-car-contest.jp/

会長、成城学園理事長など幅広い分野でも活躍。また、
2003年12月に当会議所が開催した会員研修会100回記念
フォーラム「クルマ社会の新たな時代を展望する」にもパ
ネラーの一人として参加されたほか、2007年11月の自動
車税制改革フォーラムによる「道路特定財源一般財源化
反対」をアピールする街頭イベントなどにも参加されるな
ど、業界の枠を越えて自動車業界の発展にも貢献された。

Ｗ
ｅ
ｂ
掲
載
用
動
画
の
バ
ナ
ー



一般社団法人 日本自動車工業会
一般社団法人 日本自動車部品工業会
一般社団法人 日本自動車車体工業会
一般社団法人 日本自動車タイヤ協会
一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
い す ゞ 自 動 車 販 売 店 協 会
ト ヨ タ 自 動 車 販 売 店 協 会
日 産 自 動 車 販 売 協 会
Ｕ  Ｄ  ト ラ ッ ク ス 販 売 協 会
日 野 自 動 車 販 売 店 協 会
三 菱 自 動 車 販 売 協 会
三菱ふそうトラック・バス販売協会
全 国 ス バ ル 自 動 車 販 売 協 会
ダ イ ハ ツ 自 動 車 販 売 協 会
全 国 マ ツ ダ 販 売 店 協 会
ス ズ キ 自 動 車 販 売 店 協 会
ホ ン ダ 自 動 車 販 売 店 協 会
一般社団法人 全国軽自動車協会連合会
日 本 自 動 車 輸 入 組 合
一般社団法人 日本中古自動車販売協会連合会
一般社団法人 日本自動車整備振興会連合会
一般社団法人 日本自動車機械工具協会
公益社団法人 全日本トラック協会

公益社団法人 全 国 通 運 連 盟
公益社団法人 日 本 バ ス 協 会
一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会
一般社団法人 全国自家用自動車協会
一般社団法人 日本損害保険協会
石 油 連 盟
一般社団法人 全日本指定自動車教習所協会連合会
一般社団法人 全国自動車標板協議会
一般財団法人 自動車検査登録情報協会
一般社団法人 全国レンタカー協会
一般社団法人 日本自動車リース協会連合会
一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会
一般社団法人 自動車公正取引協議会
全国自動車検査登録印紙売捌人協議会
一般財団法人 関東陸運振興センター
一般社団法人 東京都トラック協会
一般社団法人 神奈川県トラック協会
一般社団法人 日本道路建設業協会
一般社団法人 日 本 ゴ ム 工 業 会
一般社団法人 日 本 塗 料 工 業 会
板 硝 子 協 会
日本自動車車体整備協同組合連合会
一般社団法人 日本交通科学学会

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会
一般社団法人 日本二輪車普及安全協会
一般財団法人 日本自動車研究所
一般社団法人 日本自動車機械器具工業会
特 定 非 営 利 活 動 法 人 ITS Japan
公益社団法人 自 動 車 技 術 会
公益財団法人 自動車リサイクル促進センター
一般社団法人 日 本 ガ ス 協 会
一般社団法人 日本自動車運行管理協会
一般社団法人 日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会
一般社団法人 自動車再資源化協力機構
一般社団法人 自動車用品小売業協会
一般社団法人 日本オートオークション協議会
日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合
全国オートバイ協同組合連合会
日 中 投 資 促 進 機 構
一般財団法人 日本自動車査定協会
一般財団法人 全日本交通安全協会
公益財団法人 日本自動車教育振興財団
一般社団法人 日本鉄リサイクル工業会
全日本自動車部品卸商協同組合
一般社団法人 日本自動車購入協会
一般社団法人 青森県自動車団体連合会

一般社団法人 岩手県自動車会議所
一般社団法人 宮城県自動車会議所
一般財団法人 秋田県全自動車協会
山 形 県 自 動 車 団 体 連 合 会
一般財団法人 福島県自動車会議所
東 京 都 自 動 車 会 議 所
一般社団法人 神奈川県自動車会議所
一般社団法人 静岡県自動車会議所
一般社団法人 愛知県自動車会議所
一般社団法人 岐阜県自動車会議所
一般社団法人 三重県自動車会議所
一般社団法人 富山県自動車会議所
一般社団法人 石川県自動車会議所
一般社団法人 福井県自動車会議所
一般社団法人 大阪自動車会議所
一般社団法人 徳島県自動車会議所
一般社団法人 香川県自動車会議所
愛 媛 県 自 動 車 会 議 所
高 知 県 自 動 車 会 議 所
一般財団法人 大分県自動車会議所

（ほかに企業会員75、推薦会員６）
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くの不安は残されたままで、お屠蘇気分とはほど遠く
身の引き締まる思いがする。皆さんはコロナ禍の正月
をどんな気持ちで迎えられたのだろうか。
　発令後の感染状況も気掛かりだが、引き続き困難に
立ち向かわなくてはならない新しい年がどんな１年に
なるのかも気になるところだ。まず、楽観はできない
景気の先行きについては、新聞各紙が新年恒例の主要
企業の経営者によるアンケート調査の結果を掲載して
いた。それによると、コロナ感染がリスク要因になる
ものの「緩やかに回復する」との見方が大勢を占めて
いたようだ。
　このうち、読売新聞には30社のうち、自動車メーカ
ーから在任丸６年で去就が取り沙汰されるホンダの八
郷隆弘社長が回答。今年の為替相場を１米ドルが105
円から110円で推移。日経平均株価を２万2,000円から
２万8,000円と答えていた。最高値を３万円以上とす
る強気の経営者もみられたが、八郷社長の予想は危な
げない。また、日本経済のキーワードは「デジタル化、
回復」。自社の目標を「カーボンニュートラルに向け
た取り組みの加速」としていた。

　干支でいう「辛
かのとうし

丑」の2021
年が明けた。新年早々に首都
圏の知事が「緊急事態宣言」
の再発令に駆け回るなど、多

　改めて、昨年を振り返ると、自動車業界は生産ライ
ンが停止に追い込まれたり、新車販売が落ち込んだり
と、甚大な影響を被った。外出自粛などによる人の移
動が制限されたことで、一時的に研究開発に影響が出
たというケースもある。こういった直接的な影響は、
時々訪れる自然災害と本質的には同じ。刻々と変わる
状況を的確に捉えながら、臨機応変に対処していくし
かないからだ。だが、コロナの影響はそればかりでは
ない。感染拡大を契機とした間接的影響として、社会
的な変化や政治的な思惑が自動車業界を大きく揺るが
していく可能性が出てきている。
　その焦点となっているのは八郷社長も目標に掲げ
た、ズバリ脱炭素化への新たな挑戦だ。菅義偉首相も
温室効果ガスの排出量を「2050年に実質ゼロ」と宣言。
30年代半ばまでに電気自動車（ＥＶ）やハイブリッド
車（ＨＶ）などの電動車に切り替える「グリーン成長
戦略」を発表した。足元では各国で変異種のウイルス
が確認されるなど、企業業績は厳しい状況が続く。一
方で環境規制の強化に伴う“脱ガソリン車”の対応に
迫られている。「牛の一散」という諺もあるように、
思慮もせずに走り出せばコロナで負った深い傷をさら
に悪化させるだけで、ブレーキとアクセルを踏み込む
タイミングは難しい。今年の自動車業界は昨年以上に
悩ましい１年になるだろう。
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脱炭素化で悩ましい「辛丑」の１年
経済ジャーナリスト　福田 俊之


